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要旨 

本章は、中小企業を対象として、確定給付年金（DB）、確定拠出給付年金（DC）

といった退職給付制度の設立にあたり、どのような要因が障害となり得るのかに

ついて検証する。また、年金制度の有無と退職金額・雇用延長との関連性を分析

する。退職金額が多いことや雇用延長があると年金制度を設けない可能性がある。

使用するデータは年金シニアプラン研究機構が 2017 年度に実施した個票データ

を借用する。分析の結果、DB 設立の障害要因としては、手続き上の負担、従業員

規模、株主・親会社の理解を得ることが要因として考えられる。DC 設立の障害要

因としては、財政的負担、手続き上の負担が要因として考えられる。また、DC 実

施企業においては投資教育も負担となっている可能性がある。さらに、年金制度

と退職金・雇用延長との関係では、退職金が多い企業ほど、定年延長を行ってい

る企業ほど年金制度がない傾向が認められた。 

 

キーワード：中小企業、企業年金制度、確定給付年金（DB）、確定給付年金（DC）

退職一時金、高齢者雇用  
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１ はじめに 

厚生労働省『就労条件総合調査』によれば、近年、中小企業の年金実施率

が低下している。例えば、従業員が 100～299 人の中小企業では、退職一時金制

度と年金制度の両方を実施していた企業は 2008 年では 36.3％であったのに対し

て、2018 年では 20.5％となり、15.8％低下した。また、年金制度のみを実施して

いる企業は 15.8％であったのに対して、2018 年では 10.6％となり、5.0％低下し

た。これに対して、退職一時金のみを実施している企業は、2008 年では 36.2％

であったのに対して、2018 年では 50.8％となり、17.7％増加している。退職一時

金制度でも従業員の老後の生活水準維持に寄与できるが、年金制度は年金資産が

社外で管理される、退職後の従業員が定期的に収入を得ることができるなどのメ

リットがあり、給付水準の低下が予測される公的年金を補うことができる重要な

制度と言える。2001 年には確定給付企業年金（DB 年金）と確定拠出年金制度（DC

年金）が導入され、中小企業が利用できる十分な制度がある。さらに、2016 年に

は従業員 100 名以下の企業に対して、iDeCo+や簡易型 DC が導入され、年金制

度の充実が図られた。そこで本章では、中小企業の個票データを利用し、DB 年

金、および DC 年金設立の障害要因は何かについて分析する。さらに、年金制度

の設立は、退職金や高齢者雇用制度と関連性があるかについて検証する。 

 

２ DB年金およびDC年金設立の障害要因 

本節では中小企業を対象に、確定給付企業年金（DB 年金）および企業型確定

拠出年金（DC 年金）設立の障害要因は何かについて分析する。使用するデータは

年金シニアプラン研究機構で 2017 年度に実施した「私的年金の普及可能性に関

する企業アンケート」の個票データを利用する。このうち、従業員が 299 名以下

の中小企業を抽出した 283 社を対象に分析を行った。当アンケートには、各企業

の DB 年金および DC 年金の実施状況と、これらの年金制度を導入する場合の障

害要因ついて、それぞれ尋ねている。DB 年金および DC 年金の有無と導入する場

合の障害要因を分析するため、回帰式、 
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𝑌 = 𝛼 +∑𝛽𝑖𝑋𝑖 + 𝜃𝑍 + 𝜀

8

𝑖=1

 (1) 

 

を推計する。ここで、𝑌は各企業の DB 年金と DC 年金の導入状況を表す変数であ

り、「DB あり」と「DC あり」を採用する。これらは該当する制度があれば１、そ

うでなければ０であるダミー変数である。メインとなる説明変数は障害要因を表

す変数𝑋𝑖であり、DB 年金の障害要因としては、財政的負担、手続き上の負担、従

業員規模、株主・親会社の理解、労働組合・従業員の理解、会社の経営状態、そ

の他を利用する。各変数は、該当する場合は１、そうでない場合は０であるダミ

ー変数である。当該質問は複数回答可能である。DC 年金の障害要因としては、財

政的負担、手続き上の負担、加入者への投資教育の負担、株主・親会社の理解、

労働組合・従業員の理解、会社の経営状態、その他を利用する。各変数は、該当

する場合は１、そうでない場合は０であるダミー変数である。当該質問は複数回

答可能である。DB 年金と DC 年金の障害要因は、それぞれ、別の質問として尋ね

られている。𝑍はコントロール変数であり、過去における厚生年金基金を廃止した

かを表すダミー変数、資本金、非製造業を表すダミー変数、本社が東京都にある

かを表すダミー変数を利用する。 

 表１は本研究で利用する変数の記述統計である。DB 年金がある企業が全

サンプルの約 16％、DC 年金がある企業も 16％であった1。DB 年金を導入する障

害要因としては、財政的負担と回答した企業が最も多く（約 40％）、次に、手続

き上の負担（約 23％）が続く。DC 年金を導入する障害要因としては、同様に財

政的負担と回答した企業が最も多く（約 33％）、次に、加入者への投資教育負担

（29％）、手続き上の負担（約 27％）であった。 

                                                 
1 DBとDCの両方がある企業は全体の約3％であった。 
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表１：記述統計 

    N 平均 標準偏差 最小値 最大値 

DB あり   283 0.16  (0.4) 0 1 

DB 財政的負担 283 0.40  (0.5) 0 1 

導入障害 手続き上の負担 283 0.23  (0.4) 0 1 
 従業員規模 283 0.15  (0.4) 0 1 
 株主・親会社の理解 283 0.06  (0.2) 0 1 
 労働組合・従業員側の理解 283 0.08  (0.3) 0 1 
 会社の経営状態 283 0.16  (0.4) 0 1 
 その他 283 0.03  (0.2) 0 1 
 特になし 283 0.22  (0.4) 0 1 

DC あり   283 0.16  (0.4) 0 1 

DC 財政的負担 283 0.33  (0.5) 0 1 

導入障害 手続き上の負担 283 0.27  (0.4) 0 1 
 加入者への投資教育の負担 283 0.29  (0.5) 0 1 
 株主・親会社の理解 283 0.05  (0.2) 0 1 
 労働組合・従業員側の理解 283 0.14  (0.3) 0 1 
 会社の経営状態 283 0.13  (0.3) 0 1 
 その他 283 0.03  (0.2) 0 1 
 特になし 283 0.20  (0.4) 0 1 

厚生年金基金廃止 283 0.27  (0.4) 0 1 

資本金  283 2.87  (12.3) 0.01 126 

非製造業  283 0.55  (0.5) 0 1 

本社東京都 283 0.14  (0.3) 0 1 

 

 表２は（１）式の推計結果である。被説明変数は DB あり、DC ありであ

り、メインとなる説明変数はこれらの制度を導入する際の障害要因を表す変数で

ある。数値は回帰係数、括弧内はロバスト標準誤差である。推計は線形確率モデ

ル(linear probability model)を想定し、最小二乗法（OLS）で行っている。 

列（１）は DB ありに対する推計結果である。手続き上の負担、従業員規

模、株主・親会社の理解の係数が負で有意であった。この中では、株主・親会社

の理解のインパクトが大きい。一方で、財政的負担、労働組合・従業員の理解、

会社の経営状態は有意ではなかった。コントロール変数では厚生年金基金廃止が

正で有意であった。これは、厚生年金基金が過去あり、廃止した企業が、DB を保
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有する傾向が強いことを示唆するものである。 

 

表２：導入負担に関する分析結果 

    (1)       (2) 
  DB あり    DC あり 

    OLS       OLS 

DB 
導入 
障害 

財政的負担 -0.001   

DC 
導入 
障害 

財政的負担 -0.105 * 
 (0.043)    (0.041)  

手続き上の負担 -0.100 **  手続き上の負担 -0.128 ** 
 (0.035)    (0.041)  

従業員規模 -0.075 *  投資教育負担 0.109 * 
 (0.037)    (0.051)  

株主・親会社の理解 -0.111 **  株主・親会社の理解 0.059  

 (0.041)    (0.107)  

労働組合・従業員の
理解 

-0.018   労働組合・従業員の
理解 

-0.058  

(0.077)   (0.052)  

会社の経営状態 -0.003   会社の経営状態 -0.058  

 (0.057)    (0.038)  

その他 -0.036   その他 -0.131 ** 
 (0.135)    (0.050)  

特になし 0.109   特になし 0.147  

 (0.069)    (0.075)  

厚生年金基金廃止 0.237 **  厚生年金基金廃止 0.129 * 
  (0.057)     (0.056)  

資本金 0.003   資本金 -0.001  

  (0.002)     (0.001)  

非製造業 -0.018   非製造業 -0.007  

  (0.044)     (0.045)  

本社東京都 0.047   本社東京都 -0.068  

  (0.058)     (0.061)  

定数項 0.113 *  定数項 0.170 ** 
  (0.046)     (0.048)  

N   283     N   283   

F-値   5.09  **   F-値   4.53  ** 

注：数値は回帰係数、括弧内はロバスト標準誤差を表す。**は有意水準１％、*は同５％を

表す。 

列（２）は DC ありに対する推計結果である。財政的負担、手続き上の負

担の係数が負で有意であった。一方で、加入者への投資教育負担は正で有意であ

った。これは、DC 年金を実施している企業が投資教育に負担を感じていること
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を示唆している（DC年金を実施していなければこのような負担はない）。一方で、

株主・親会社、労働組合・従業員の理解、会社の経営状態が有意ではなかった。

コントロール変数では厚生年金基金廃止が正で有意であった。 

これらの結果より、DB 年金の導入障害としては、手続き上の負担や株主・

親会社の理解を得ることの困難さがあげられる。DC 年金の導入障害としては、

財政的負担や事務負担が考えられる。また、DC 年金実施企業は投資教育を負担

と感じていることが考えられる。また、過去に厚生年金基金を実施していた企業

は DB 年金や DC 年金を保有している傾向がある。 

 

３ 年金制度と退職金・定年延長のとの関連性 

前節では DB 年金設立の障害要因を分析したが、財政的負担が有意ではな

かった。そこで、本節では視点を変え、DB 年金、DC 年金、あるいは何れかの年

金制度の有無と、退職金や定年延長の関連性を分析する。退職金制度、定年延長

制度が企業の負担であれば、年金制度の新設（厚生年金基金や適格退職年金から

の移行）にも影響があるはずである。使用するデータは年金シニアプラン研究機

構で 2017 年度に実施した「私的年金の普及可能性に関する企業アンケート」の個

票データである。このうち、従業員が 299 名以下の中小企業を抽出した 283 社を

対象に分析を行った。当アンケートには、DB 年金および DC 年金の実施状況と、

従業員の退職金額や定年についての質問がある。DB 年金、DC 年金、あるいはど

ちらかの年金制度の有無と退職金額、定年延長との関係を分析するため、回帰式、 

 

 
𝑌 = 𝛼 +∑𝛽𝑖𝑋𝑖 + 𝛾𝑇 + 𝜃𝑍 + 𝜀

2

𝑖=1

 (2) 

 

を推計する。ここで、被説明変数𝑌には、「DB あり」と「DC あり」を採用する。

これらの変数は該該当する制度があれば１、そうでなければ０であるダミー変数

である。さらに「年金制度あり」を採用する。この変数は DB 年金か DC 年金の
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何れかの制度があれば１、そうでなければ０であるダミー変数である。メインと

なる説明変数は、高卒男子の一般的な退職金額を３分位（高位、中位、低位）と

するダミー変数𝑋𝑖と、定年 61 歳以上を表すダミー変数𝑇である。退職金が年金制

度を設ける負担となっているならば、高卒男子退職金額の高位や中位を表すダミ

ー変数の回帰係数が負で有意になるはずである。同様に、定年延長（定年を 61 歳

以上とする）が年金制度導入への負担となっているならば、定年 61 歳以上を表す

ダミー変数の回帰係数は負で有意となるはずである。𝑍はコントロール変数であ

り、過去における厚生年金基金を廃止したかを表すダミー変数、資本金、非製造

業を表すダミー変数、本社が東京都にあるかを表すダミー変数を利用する。 

  

表３：記述統計 

変数 単位 平均 標準偏差 最小値 最大値 

年金制度あり (d) 0.31  (0.46) 0 1 

DB あり (d) 0.14  (0.35) 0 1 

DC あり (d) 0.18  (0.38) 0 1 

高卒男子一般的退職金額 百万円 4.74  (4.83) 0 19 

同第１分位 (d) 0.38  (0.49) 0 1 

同第２分位 (d) 0.29  (0.45) 0 1 

同第３分位 (d) 0.33  (0.47) 0 1 

定年 61 歳以上 (d) 0.19  (0.39) 0 1 

厚生年金基金廃止 (d) 0.26  (0.44) 0 1 

資本金 百万円 3.05  (13.32) 0.01 126 

非製造業 (d) 0.54  (0.50) 0 1 

本社東京都 (d) 0.13  (0.34) 0 1 

N   224       

 

表３は本研究で利用する変数の記述統計である。DB 年金か DC 年金の何
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れかの年金制度がある企業は全サンプルの約 31％、DB年金がある企業は約 14％、

DC 年金がある企業は 18％であった。高卒一般男子の退職金額は 4.7 百万円、定

年が 61 歳以上の企業の割合は約 19％である。表４は、高卒一般男子の退職金額

の各３分位別の統計値である。退職金額が低位である企業の退職金の平均値は 0

百万円（退職金なし）、中位は約 4.4 百万円、高位は約 10.6 百万円である。 

 

表４：高卒男子一般職退職金額 

  平均 
標準 

偏差 
N 

高卒男子一般的退職金額（第１分位） 0.0 (0.0) 86 

高卒男子一般的退職金額（第２分位） 437.3 (190.7) 64 

高卒男子一般的退職金額（第３分位） 1055.9 (268.2) 74 

合計 473.8 (482.9) 224 

単位：百万円 

 

 表５は式（２）の推計結果である。被説明変数は年金制度あり（DB 年金

か DC 年金の何れかの制度あり）、DB あり、DC ありを表す変数であり、メイン

となる説明変数は、高卒男子の一般的な退職金額の各３分位（中位、高位）を表

すダミー変数（低位をベースとする）、定年が 61 歳以上であることを表すダミー

変数である。数値は回帰係数、括弧内はロバスト標準誤差である。推計は線形確

率モデル(linear probability model)を想定し、最小二乗法（OLS）で行っている。 

列（１）は年金制度ありに対する推計結果である。高卒男子一般的退職金

額（中位）の係数は負で有意であった。ただし、同（高位）の係数は有意ではな

い。定年 61 歳以上の係数は負で有意であった。コントロール変数では厚生年金基

金廃止が正で有意であった。 
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表５：年金制度と退職金・定年に関する分析結果 

  (1) (2) (3) 

 年金制度あり DB あり DC あり 

  OLS OLS OLS 

高卒男子一般的退職金額 
（第２分位） 

-0.149 * 0.043  -0.191 ** 

(0.067)  (0.042)  (0.060)  

高卒男子一般的退職金額 
（第３分位） 

-0.025  0.142 * -0.196 ** 

(0.083)  (0.061)  (0.070)  

定年 61 歳以上 -0.181 ** -0.068  -0.095  

 (0.064)  (0.042)  (0.061)  

厚生年金基金廃止 0.289 ** 0.149 * 0.208 ** 

 (0.075)  (0.066)  (0.065)  

資本金 0.003  0.005 ** -0.002  

 (0.002)  (0.002)  (0.001)  

非製造業 -0.118  0.001  -0.123 * 

 (0.065)  (0.048)  (0.056)  

本社東京都 -0.142  -0.067  -0.090  

 (0.072)  (0.050)  (0.065)  

定数項 0.398 ** 0.053  0.347 ** 

 (0.076)  (0.042)  (0.069)  

N 224   224   224   

F-値 8.39  ** 4.52  ** 3.78  ** 

注：数値は回帰係数、括弧内はロバスト標準誤差を表す。**は有意水準１％、*は同５％を

表す。 

列（２）は DB ありに対する推計結果である。高卒男子一般的退職金額（高

位）の係数は負で有意であった。ただし、同（中位）の係数は有意ではない。定

年 61 歳以上の係数は有意ではない。コントロール変数では厚生年金基金廃止及

び資本金が正で有意であった。列（３）は DC ありに対する推計結果である。高

卒男子一般的退職金額（中位）及び同（高位）の係数は負で有意であった。定年

61 歳以上の係数は有意ではない。コントロール変数では厚生年金基金廃止が正で

有意、非製造業が負で有意であった。 

これらの結果のより、年金制度の有無には、概して退職金額と負の関係が

289



あることがわかる。また、定年 61 歳以上と年金制度の実施に関しても負の関係と

なっている可能性がある。厚生年金基金の係数も負であり、同基金が過去にあり

廃止した企業が、DB 年金あるいは DC 年金を保有する傾向があることを示唆す

るものである。 

 

４ 結論 

本節では、中小企業を対象に、DB 年金および DC 年金設立の障害要因、

および年金制度の有無と退職金額・雇用延長との関連性を分析した。その結果、

まず、DB 年金設立の障害要因としては、手続き上の負担、従業員規模、株主・

親会社の理解を得ることが要因として考えられる。DC 年金設立の障害要因とし

ては、財政的負担、手続き上の負担が要因として考えられる。また、DC 年金実

施企業においては投資教育も負担となっている可能性がある。さらに、年金制度

と退職金・雇用延長との関係では、退職金が多い企業ほど、定年延長を行ってい

る企業ほど年金制度がない傾向が認められた。企業の年金制度の設立が従業員へ

の他のベネフィットを考慮して総合的に決定される可能性がある。 
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